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資料１ 

子ども・子育て支援事業計画における鹿沼市次世代育成支援対策事業の継承

について 

 

 

１．国等の経緯及び予定 

 現在、平成２６年度策定を目指しています「鹿沼市子ども・子育て支援事業

計画」ですが、下記のとおり「子ども・子育て支援法」に規定する内容を中心

に進めてきました。平成２６年７月に実施しました国の子ども・子育て会議の

中で、次世代育成支援対策推進法に触れ、平成２７年３月に終了する予定でし

た同法の１０年間の延長を予定しているとの内容でした。 

 本市においても、鹿沼市次世代育成支援対策（前期・後期）行動計画を策定

し、推進しております。国の予定では、次世代育成支援対策行動計画の策定は、

任意とされ、前期・後期（各５年）で策定することになり、本計画との一体的

な策定も可能とされました。 
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２．市町村子ども・子育て支援事業計画 

■子ども・子育て支援法第 61条より 

○市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保 その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画を定めるものとする。（第 1項） 

○次の事項を定める。（第 2項） 

１） ・教育・保育提供区域ごとの区域における各年度の特定教育・保育施設

に係る必要利用定員総数 

「法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要

利用定員総数（１号、２号、３号認定）」 

・特定地域型保育事業所に係る必要利用定員総数 

・その他の教育・保育の量の見込み 

・実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び実施時期 

 

２） ・教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援事業の

量の見込み 

・実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び実施時期 

 

３） ・子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一時的提供及び当該教育・

保育の推進に関する体制の確保の内容 

 

 

【教育・保育提供区域】第 61条第 2項第 1号より 

 市が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供

するための施設の整備の状況その他の条件を勘案して定める区域 

 

○次の事項を定めるよう努める。（第３項） 

１） ・産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利

用の確保に関する事項 

２） ・保護を要する子どもの養育環境の整備、障害児に行わる保護並びに日

常生活上の指導及び知識技能の付与、県が行う施策との連携に関する事

項 

３） ・労働者の職業生活と家庭生活との両立を図るための雇用環境の整備に

関する施策との連携に関する事項 

○そのほか、同法第５９条における支援事業を掲載 
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３．次世代育成支援対策法に係る行動計画 

・次世代育成支援対策法は、平成２７年３月までの１０年間の時限立法。 

⇒ 平成３７年３月までの１０年間の延長をする。 

・現在の行動計画の策定は必須であったが、次の１０年間は任意の予定。 

 

 

４．支援事業計画と次世代育成支援行動計画における基本目標・施策の整合 

 図１ように、本計画と次世代育成支援対策との目標・施策は整合しており、

当初は、必要な部分のみの整合を予定しておりましたが、今回の国の指針を踏

まえ、同計画において「次世代育成支援対策行動計画」を継承する方向で進め

たいと考えております。 

 なお、次世代育成支援対策行動計画と本計画においては、数値目標が設定さ

れている事業がありますが、重複している事業では、本計画の数値目標を優先

して策定する予定です。 
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